
通報を理由とした不利益取扱いに対する紛争解決手続（イメージ）

都道府県労働局（厚生労働省の地方支分部局）

都道府県（労働委員会、労政主管部局）
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困っている

消費者庁

助言・指導手続
・問題点を指摘し、解決の方向

性を示唆（行政措置としての

助言指導とは異なる）

・平成28年度は8,976件の申出
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・紛争当事者の

間を取り持ち、

解決に向けた

話合いを促進

・平成28年度は

5,123件の申請

受理

従来から行っている労働関連法令等に基づく解決に加えて、公益通報者保護制度に関する情報提供や
同制度を踏まえた解決を促す等、通報を契機とする労働紛争解決に関する機能の拡充を図ることの是非。
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総合労働相談
コーナー

・職場のトラブルに関する相

談や解決のための情報提

供をワンストップで実施

・平成28年度は113万741件
の相談（都道府県労働局

分。他同様）
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※２ 労働紛争の解決手続に関する事項
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※４ 関係行政機関の間での役割分担や連携・協力関係の構築等が必要。
（例）・消費者庁：不利益取扱いに関する相談等の受付・回付、法解釈等についての判断・情報提供、関係行政機関の連絡・調整等

・処分等の権限を有する行政機関：通報対象事実該当性等についての判断・情報提供、通報対応等に関する必要な情報共有・連携等

重大で悪質な不利益取扱いについて、

・勧告・公表等の行政措置（次頁）

・刑事罰

の対象とすることについての
是非。

参考資料２



通報を理由とした不利益取扱いに対する行政措置（イメージ）

調査の開始を決定※

保護要件の調査及び事実認定

勧告※

公表・命令※

助言・指導※

公益通報者保護法違反が疑われる
事案の捕捉

端緒情報：総合労働相談コーナーや一元的窓口への相談・通報、
報道、裁判等

公益通報者保護法違反
が認定された場合

指導に従わない場合

勧告に従わない場合

重大で悪質と考えられるもの

※最終的な判断や実施の主体をいずれの機関とするのか（共管とするこ
とを含む）についての検討も必要。

公益通報者保護法の要件該当性に関する調査：
・通報者が労働者であること
・通報内容が通報対象事実の発生等に該当すること
・不利益取扱いが存在すること
・不利益取扱いが通報を理由とするものであること
・法第３条各号の要件（通報先に応じて課される要件）
等について調査を行い、判断することが必要。
⇒消費者庁、厚生労働省（都道府県労働局）、都道府県（都道府県労働委員
会）、処分等の権限を有する行政機関の間での役割分担や連携・協力関係の
構築等が必要。
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